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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、“環境・安全・効率”をキーワードとして、「持続可能な社会への貢献」と「持続的な企業価値の向上」の両立を経営方針に掲げ、株主・お客
様・取引先・社員・地域社会をはじめとするステークホルダーとの信頼関係を基盤とした健全で透明性の高い経営の実現に努めております。

そのため、独立社外取締役の知見も活用しつつ、取締役会による適切な監督のもと、迅速かつ的確な意思決定を行うとともに、コンプライアンスの
徹底、リスク管理の強化及び内部統制システムの充実を図り、経営の客観性及び実効性の向上に取り組んでおります。

また、適時適切な情報開示及び株主・投資家との建設的な対話を通じて経営の透明性を高めるとともに、資本効率を意識した経営に取り組み、持
続的な企業価値の向上を図ってまいりたいと考えております。

さらに、サステナビリティの推進を経営上の重要課題のひとつと認識し、レンタル事業を通じた資源の有効活用や環境負荷低減への貢献に加え、
多様な人材が活躍できる安心・安全で働きがいのある職場づくり及び社会に貢献できる人材の育成を進めることにより、社会的価値と経済的価値
の向上に努めてまいります。

当社は、今後もコーポレートガバナンス・コードの趣旨を踏まえながら、企業統治体制の継続的な改善に取り組み、すべてのステークホルダーから
信頼される企業を目指してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

（コーポレートガバナンス・コード（2021 年 6 月版）に基づき記載しています。）

【原則１－２④．議決権の電子行使、招集通知の英訳】

当社は、機関投資家や海外投資家の比率等も踏まえ、議決権の電子行使を可能とするための環境作りの一環として、株主名簿管理人が提供す
るインターネット議決権サービスを導入しております。

今後、海外投資家の比率が一定程度増加した場合には、議決権電子行使プラットフォームへの参加や、招集通知の英訳について検討してまいり
ます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

（コーポレートガバナンス・コード（2021 年 6 月版）に基づき記載しています。）

【原則１－４．政策保有株式】

（１）政策保有株式の縮減に関する方針

当社は、保有先企業との取引関係の維持強化や業務提携の推進が当社の企業価値の向上に資すると認められる場合に、当該企業の経営状
況、保有株式の市場価値等を十分検討の上、当該企業の株式の政策保有を行うものとしております。したがって、その必要性がなくなったものは
速やかに縮減に努める方針としております。

（２）政策保有株式に係る検証の内容

保有株式については、定期的にリスク、資本コストを踏まえた経済合理性を検証し、保有する合理性が乏しい株式について縮減を図ってまいりま
す。

（３）政策保有株式に係る議決権行使基準

政策保有株式に係る議決権については、当社と投資先企業双方の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に適うか否かを基準に行使するもの
としております。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

当社では、関連当事者間取引を行う場合、社内規程に則り、レンタル事業を行う上で継続して発生する定型取引とそれ以外の非定型取引に区分
し、それぞれ適切に取締役会へ報告又は事前の承認取得がなされております。

なお、当社は、役員及びその近親者等との間における関連当事者間取引は現状、行っておりません。

【補充原則２－４①】

当社の中核人材の登用等における多様性の確保に関する考え方、目標及びその状況、人材育成方針・社内環境整備方針及びその実施状況に
つきましては、以下のとおりであります。

＜多様性の確保に関する考え方＞

当社は、成長の原動力となる人的資本の強化を図ることが重要であるとの認識のもと、性別、年齢、国籍、経験・知見、思想・文化的背景、障がい
の有無等にかかわらず、多様な人材を尊重し、社員一人ひとりが能力を発揮できる組織づくりを推進しております。



＜自主的かつ測定可能な目標及びその状況＞

当社は、女性管理職比率について目標を掲げ、測定を行っております。多様性の確保に向けた人材育成及び社内環境整備を進めた結果、2023
年５月期には3.6％であった女性管理職比率は、2026年５月期には5.9％に増加しております。

なお、2031年５月期までに女性管理職比率を15.3％以上とすることを目標としております。

＜人材育成方針・社内環境整備方針及びその実施状況＞

（１）人材育成方針

当社は、次世代を担う優秀なリーダーの養成に取り組むほか、営業・整備・事務などの職種に応じた専門知識及びデジタルを含めた専門スキルの
向上、各職位に応じた思考力・行動力の向上に向けた教育を充実させ、人材の継続的な成長を促進しております。

主な取組みは以下のとおりであります。

　①女性活躍推進に関する研修・教育施策

　当社は、性別に関係なく能力を発揮できる職場環境を整えるため「女性活躍推進行動計画」を策定し、採用・育成・登用の促進やワークライフバ
ランス支援に取り組んでおります。

　その一環として、主に以下の研修・教育を実施しております。

　　・女性活躍推進に関する管理職向け研修

　　・女性特有の健康課題に関するeラーニング

　　・女性社員を対象とした活躍推進に資する各種セミナーの受講機会提供

　②外国人技能実習生や外国籍社員に対する教育・支援施策

　当社は、ASEAN諸国の経済成長に寄与することを目的に海外事業を展開しております。

　グループ内でグローバルに活躍する人材の育成を図るため、主に以下の取組みを進めております。

　　・外国籍社員に対する業務・安全・マナー等の基礎教育及び日本語教育

　　・トレーニング及びコミュニケーション強化を目的とした各国間の人材交流

　　・外国人技能実習生の実習修了後のキャリアパスとして、当社海外拠点での就業機会提供

　③障がい者雇用における教育・定着支援の取組み

　当社は、障がいのある社員の自立支援の一環として、入社前の職場実習、外部機関との連携による入社後の定期面談・職場適応支援等を行
い、いきいきと長く働ける環境の整備に努めております。

（２）社内環境整備方針

当社は、社員一人ひとりが能力を最大限に発揮できるよう、労働安全衛生の徹底、健康経営の推進及び心理的安全性の向上を通じて、安心・安
全で働きやすく、働き甲斐のある職場環境の整備に努めております。

主な取組みは以下のとおりであります。

　①健康経営の推進

　当社は、経済産業省と日本健康会議が共同で実施する「健康経営優良法人認定制度」において、「健康経営優良法人 2026（大規模法人部門）」

に認定されました。社員の健康維持・増進に向けて、主に以下の取組みを進めております。

　　・健康診断二次検査の受診状況管理及び受診勧奨

　　・ストレスチェックの実施

　　・メンタルヘルス相談窓口の設置

　　・朝礼時のラジオ体操実施

　　・健康アプリの提供

　　・ワークライフバランス推進のための各種施策実施

　②社員旅行の実施

　当社では、グループ社員とその家族が一堂に会する社員旅行を定期的に実施しております。本施策を通じて、社員間の相互理解や信頼関係の
醸成を促進し、組織内コミュニケーションの活性化や一体感の向上を図ることで、エンゲージメントの強化につなげております。

　③自己申告書制度

　当社では、社員一人ひとりのキャリアに関する希望や業務上の課題、会社へ伝達したい事項等を申告できる「自己申告書制度」を導入しており
ます。申告内容は、人材育成や適材適所の配置、社員への個別支援に活用するとともに、コンプライアンス違反やハラスメント等に関する内部通
報制度を補完する役割を果たしております。

　④福利厚生制度の充実

　当社では、社員一人ひとりが能力を最大限に発揮できる環境づくりの一環として、カフェテリアプランや育児・介護休暇制度の充実、eラーニング
による自己啓発支援など、福利厚生制度の拡充に取り組んでおります。

なお、2025年9月には育児・介護休業規程を改定し、育児短時間勤務制度の適用対象を未就学児まで拡大するとともに、時差出勤制度を導入す
るなど、多様な働き方を支える制度基盤の整備を進めております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、企業年金基金制度を導入しておりませんが、社員の退職時の資産形成のため、企業型確定拠出年金制度を導入しております。

【原則３－１．情報開示の充実】

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社は、企業理念・経営方針を当社ホームページにて開示しており、中長期の方針やビジョン等については、策定後に開示を予定しております。

　企業理念・経営方針につきましては、下記URLをご参照ください。

　https://www.rent.co.jp/outline/philosophy/

（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針については、本報告書「Ⅰ　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び

資本構成、企業属性その他の基本情報」の「1．基本的な考え方」をご参照ください。



（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

「 Ⅱ　経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「１．機関構成・組織運営等に係る

事項【取締役報酬関係】（報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容）」をご参照ください。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補者の指名を行うに当たっての方針と手続

当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者の決定及び執行役員の選任を行うに当たっては、候補者の能力、経験、人格、業績等
を勘案して会長が原案を作成し、指名・報酬諮問委員会の答申を経て取締役会にて決議しております。

また、監査等委員である取締役候補者の決定に当たっては、候補者の能力、経験、人格等を勘案して会長が原案を作成し、指名・報酬諮問委員
会の答申を経た上で監査等委員会の同意を得て、取締役会にて決議しております。

また、取締役・執行役員を解任すべき事情が生じた場合には適時に会長が原案を作成し、指名・報酬諮問委員会の答申を経て取締役会にて決議
する仕組みとしております。

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補者の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

取締役会が取締役（監査等委員である取締役を含む。）候補者の指名を行う際の個々の選任・指名に関し、その理由を、株主総会参考書類にて
開示しております。

【補充原則３－１③】

レンタル事業は、物を「所有」するのではなく「利用」することに価値を置く事業であり、物の有効活用及び廃棄物の削減に貢献するとともに、所有
によるユーザーの経済的負担や管理工数、リスクなどを大幅に軽減することが可能です。当社グループは、レンタル事業を通じて、社会が必要と
するサービスを環境負荷の低い形で提供しております。また、レンタル資産の長期使用、延命化のための適時適切なメンテナンスやオーバーホー
ルの実施、処分時のリサイクル実施などを通じて、循環型経済の実現に向けた取組みを推進しております。

なお、現時点において、知的財産への投資は当社の経営戦略上、優先順位は高くありませんが、今後の経営環境や事業展開の変化に応じて、そ
の必要性や情報開示のあり方についても適宜検討してまいります。

【補充原則４－１①】

当社は、法令及び定款、並びに取締役会規程において取締役会の決議を要すると定められている事項に加え、経営における責任体制の明確化
及び意思決定の迅速化を目的として稟議規程を定め、これに基づく審議を経て各決定機関並びに決定者が決裁を行っております。

なお、その一環として、業務執行に係る重要事項については、執行役員会の審議を経て社長が決定しております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、会社法や東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考に、独立社外取締役候補者の選定を行っております。また、
取締役として十分な経験と知見を備えており、取締役会において独立した立場から建設的な意見陳述及び議論参加が可能な人物を候補者として
選定しております。

なお、独立役員の資格を充たす社外取締役をすべて独立役員に指定しております。

【補充原則４－１０①】

当社は、独立社外取締役の適切な関与と助言を求める観点から、委員の半数以上が独立社外取締役で構成される指名・報酬諮問委員会を設置
しております。本委員会はあらかじめ定めた年間スケジュールによるほか、必要に応じて随時開催することとしており、主要な議題については以下
のとおりであります。

・取締役（監査等委員である取締役を含む。）及び執行役員の選任（指名）、解任及び役位に関する原案

・代表取締役の選定及び解職の原案

・取締役（監査等委員である取締役を含む。）及び執行役員の報酬等の基本方針及び個別報酬に関する原案

・次世代経営者の育成に向けたサクセッションプランの検討及び推進

【補充原則４－１１①】

当社は、取締役会において迅速な意思決定と多様な価値観や経験・知見に基づく活発な議論を行うためには、取締役（監査等委員である取締役
を除く。）の員数として10名以内、監査等委員である取締役の員数として５名以内を適切な規模と考え、定款にその上限人数を定めております。

取締役（監査等委員である取締役を含む。）の候補者については、多様性も考慮することとしており、社内外を問わず経営上の意思決定に関する
知見及び経験を備えた人物や、経営に深いかかわりのある専門分野の知識を持つ人物を選定しております。なお、当社の各取締役が有する経験
や知見等につきましては、スキルマトリックスを作成し、本書の「V．その他 ２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項」に掲載してお

ります。

【補充原則４－１１②】

当社取締役の中で、当社の業務に影響を及ぼす形態で他の会社の役員等を兼任している者はおりません。なお、当社は、取締役（監査等委員で
ある取締役を含む。）の他社との兼務状況を事業報告及び有価証券報告書等にて開示しております。

【補充原則４－１１③】

当社は、社外を含めた全取締役（監査等委員である取締役を含む。）を対象とした、取締役会の実効性に関するアンケートを毎年実施しておりま
す。アンケート結果に基づく意見や課題に対して会長が具体的な対策を立案したうえで各対策に係る担当取締役及び担当部門を決定し、対策推
進状況を定期的に取締役会に報告することで、更なる実効性の向上を図る体制としております。

なお、アンケート項目の概要・アンケート結果に基づく主要課題及びその対策は以下のとおりであります。

(1)アンケート項目の概要

　【取締役会の役割・責務】

　【独立社外取締役の有効な活用】

　【取締役会の実効性評価】

　【取締役会における審議の活性化】

　【情報入手と支援体制】

　【取締役のトレーニング】

(2)アンケート結果に基づく主要課題

【取締役会の役割・責務】

　課題①再任取締役候補の選考プロセスにおける評価の十分性

　課題②会社の業績等を踏まえたCEO・COO機能評価の十分性

【取締役会の実効性評価】　



　課題③各取締役の自己評価実施の必要性

【取締役のトレーニング】

　課題④取締役会トレーニング内容の十分性

(3)主要課題への対策

　アンケ－トの結果においては概ね取締役会の実効性は確保されていることが確認されました。アンケートで出された意見や課題に対しては、対
策及び進捗状況を適宜、取締役会にて確認し、実効性の更なる向上に取り組んでまいります。なお、主要な対策は以下のとおりであります。

　　課題①対策：再任取締役選考プロセスにおける評価内容の検討、執行役員の評価内容の共有（次回選任時実施）

　　課題②対策：CEO・COO評価に関する事例・実態の調査、実施要否及び実施内容の検討（年度内実施）

　　課題③対策：取締役自己評価に関する事例・実態の調査、実施要否及び実施内容の検討（年度内実施）　

　　課題④対策：

　　 a.取締役を対象とした、外部講師等によるセミナー開催（都度実施）

　　 b.社外取締役を対象とした、業界イベント、社内勉強会、内部監査、現場視察等への参加機会提供（1～2回/年程度実施）

　　 c.社外役員等協議会を通じた、代表取締役やその他の業務執行取締役と社外取締役との意見交換（２回/年実施）

　　 d.監査等委員を対象とした、外部セミナー・研究会等への参加機会提供（都度実施）

【補充原則４－１４②】

当社は、新任の社外取締役が選任された際、営業所、整備拠点見学をはじめ、当社の業界、歴史、事業概況、財務情報、戦略、組織等必要な情
報習得のための研修を必要に応じて行っております。新任の監査等委員が選任された際は、常勤監査等委員または前任の監査等委員による個
別の説明を事前及び選任後に随時行っております。社内から取締役（監査等委員である取締役を含む。）を選任する場合は、それらの知識を十分
に備えた人物を選出することとしております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、持続的な成長による中長期的な企業価値の向上を実現するためには、株主の意見に耳を傾け、経営に反映させることが重要であると認
識しております。株主との建設的な対話を促進するために、決算説明会を定期的に開催するとともに、随時、個別面談、スモールミーティング等を
行い、その内容については、適宜、取締役会に報告しております。また、当社ホームページに会社情報のほか、株主総会資料や決算関連資料等
を掲載し、株主・投資家向けの情報提供に努めております。

　下記URLをご参照ください。

　 https://ir.rent.co.jp/

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 検討状況の開示

英文開示の有無 無し

該当項目に関する説明

当社は、資本コストを把握した上で中長期の方針やビジョン等を策定及び開示し、基本的な考え方を投資家に説明する予定であります。また、資
本政策や配当政策についてよりきめ細かく分かりやすい説明に努めてまいります。

さらに、その内容を取締役会で分析及び評価した上で、目標の実現のための具体的な施策（経営資源の配分等）を開示できるよう準備してまいり
ます。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

双日株式会社 387,000 10.03

ヤンマー建機株式会社 279,800 7.25

株式会社YUASA 274,000 7.10

レント社員持株会 219,647 5.69

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 194,400 5.04

株式会社ＡＩＲＭＡＮ 168,000 4.35

コベルコ建機株式会社 158,000 4.09

株式会社アイチコーポレーション 146,000 3.78

レンテック大敬株式会社 100,000 2.59

片桐機械株式会社 92,300 2.39

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 スタンダード

決算期 5 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

菅野　健一 他の会社の出身者 ○

上田　晶美 他の会社の出身者 ○

坪井　孝男 他の会社の出身者 △

木村　絵美 弁護士 △

藤巻　晴美 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

菅野　健一 　 ○

菅野健一氏の兼職先であるADTANK株式
会社との間には、2026年５月期に取引関
係がありましたが、取引の規模は同社及
び当社の事業規模に比して僅少であり、
現在は取引関係がありません。

また、2026年5月末時点において当社株
式を1,187株保有しておりますが、保有株
式数に重要性はなく、同氏の独立性に影
響はないものと判断しております。

リスクモンスター株式会社を創業し、代表取締
役として同社を株式上場に導いたほか、上場
企業を含む多くの事業会社の取締役を歴任す
るなど、企業経営に関する豊富な経験と実績を
有しており、多角的な視点から取締役の職務
執行に対する監督及び有益な助言や提言等を
頂くため、独立役員に指定しております。

上田　晶美 　 ○

上田晶美氏の兼職先である株式会社ハ
ナマルキャリア総合研究所との間には、20
26年５月期に取引関係がありましたが、取
引の規模は同社及び当社の事業規模に
比して僅少であり、現在は取引関係があり
ません。そのため、同氏の独立性に影響
はないものと判断しております。

ハナマルキャリアコンサルタントを起業及び運
営した後、長年にわたり株式会社ハナマルキャ
リア総合研究所の代表取締役を務めるなど、
キャリア支援及び人材育成、並びに企業経営
に関する豊富な経験と知見を有しており、多角
的な視点から取締役の職務執行に対する監督
及び有益な助言や提言等を頂くため、独立役
員に指定しております。

坪井　孝男 ○ ○

坪井孝男氏は当社と定常的な取引のある
株式会社静岡銀行の業務執行者でありま
したが、同行を2011年に退職しておりま
す。

また、2026年5月末時点において当社株
式を8,190株、新株予約権を24個（2,400
株）保有しておりますが、保有株式数に重
要性はなく、同氏の独立性に影響はない
ものと判断しております。

金融機関における長年の業務経験、並びに他
社における監査役としての豊富な経験及び知
見を有しており、客観的且つ幅広い見地から取
締役の職務執行に関する監査の実施及び有
益な助言や提言等を頂くため、独立役員に指
定しております。

木村　絵美 ○ ○

木村絵美氏は当社と顧問契約を締結して
いる追手町法律事務所の所属弁護士で
ありましたが、同事務所を2024年に退所し
ております。

また、従前より木村氏とは別の弁護士が
当社を担当しており、その顧問料は僅少
であります。そのため、同氏の独立性に影
響はないものと判断しております。

法律専門家としての豊富な経験と知見を有して
おり、客観的且つ専門的見地から取締役の職
務執行に関する監査の実施及び有益な助言や
提言等を頂くため、独立役員に指定しておりま
す。

藤巻　晴美 ○ ○

藤巻晴美氏は当社と定常的な取引のある
デロイト トーマツ税理士法人の業務執行

者でありましたが、同法人を2023年に退職
しております。

また、2026年5月末時点において当社株
式を600株保有しておりますが、保有株式
数に重要性はなく、同氏の独立性に影響
はないものと判断しております。

会計専門家及び税理士法人の社員税理士とし
ての豊富な経験と知見を有しており、客観的且
つ専門的な見地から取締役の職務執行に関す
る監査の実施及び有益な助言や提言等を頂く
ため、独立役員に指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項



当社は「監査等委員会監査等基準」に基づき、監査等委員会の求めに応じてその職務を補助すべき部門の設置又は社員の配置を行っておりま

す。その場合、当該部門又は社員について取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保し、監査等委員会の指示に従い職務を

遂行するほか、その評価、異動、懲戒等には監査等委員会の同意を要するものとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会、会計監査人及び内部監査部門は、四半期毎に監査協議会を開催し、その他にも適宜協議、意見交換を行うなどして、相互連携を
図る体制となっております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 2 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

4 0 2 2 0 0
社内取
締役

補足説明

当社は、役員の指名、報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的に、取締役会の諮問機関として、委員の
半数以上を社外取締役とする指名・報酬諮問委員会を設置しております。

指名・報酬諮問委員会における具体的な検討事項は、取締役及び執行役員の選任・解任に関する事項、代表取締役の選定・解職に関する事項、
取締役及び執行役員の報酬制度並びに個人別の報酬に関する事項等であります。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は独立役員の資格を充たす社外役員をすべて独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

―

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役



該当項目に関する補足説明

当社取締役が株主と利益意識を共有することを主眼に、長期的な株式価値の増大と報酬を連動させ当社グループ全体の企業価値向上に資する
ため、当社取締役に対し、ストックオプションを付与しております。なお、当社は2021年8月27日より譲渡制限付株式報酬制度に移行したため、それ
以降は新規ストックオプションの付与は行わないこととしておりますが、既に付与したストックオプションの未行使分については残存しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上である取締役が存在しないため、個別開示はしておりません。

2026年５月期における取締役に対する報酬額は次のとおりであります。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）　201,431千円（うち社外取締役　7,500千円）

監査等委員である取締役　31,140千円（うち社外取締役31,140千円）

合計　232,571千円（うち社外取締役38,640千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、2026年８月27日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の改定
を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬諮問委員会へ諮問し、答申を受けておりま
す。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会
で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬諮問委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うもので
あると判断しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。

ａ．基本方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能することを目的とした報酬
体系とし、個々の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の決定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とす
る。具体的には、固定報酬と業績連動による変動報酬に区分される金銭報酬、及び職責に応じた株式報酬で構成される。

ｂ．金銭報酬の決定に関する方針

代表権の有無、業務執行における役位及び役割、他社水準、社員の給与水準等を勘案して固定報酬と変動報酬の基本テーブルを決定する。基
本テーブルに基づき、固定報酬と会社業績指標(KPI)の達成状況及び個人業績の評価を反映した変動報酬を合算し、個人別報酬を決定する。

ｃ．株式報酬の決定に関する方針

取締役の中長期的な企業価値及び株式価値の向上への貢献が報酬に反映されるよう、各職責に応じ、退任時に譲渡制限が解除される株式報酬
を支給する。

ｄ．個人別の報酬等の内容決定に係る委任に関する事項

以下の事項を代表取締役会長執行役員 岡田朗氏に委任する。

　・役員報酬制度全般の原案作成

　・各取締役の個人業績評価の実施

　・報酬制度に基づき、個人業績評価及びKPI達成状況を反映させた個人別報酬額の原案作成

なお、上記の代表取締役に委任された権限が適切に行使されるよう、当該報酬制度及び個人別報酬額の原案を任意の指名・報酬諮問委員会に
諮り、その答申を経た上で、取締役会にて決定するものとする。

(委任した理由)

当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役個人の評価を行うには代表取締役会長執行役員が適していると判断したため。

また、監査等委員である取締役の報酬要素につきましては、独立性、公平性、適正性確保の観点から、固定報酬及び株式報酬としており、報酬額
につきましては、監査等委員会の協議により決定しております。



【社外取締役のサポート体制】

当社では、社外取締役に対して下記のサポート体制を整備しております。

・取締役会の開催スケジュールの決定に際しては、事務局が社外取締役の都合を確認・調整の上、全員が出席可能な日時を設定し、事業年度の
開始前に年間のスケジュールを決定しております。

・取締役会付議事項について資料を事前に配布するとともに、必要に応じ事務局より説明を行うことで、社外取締役があらかじめ検討する時間を
確保し、取締役会の議論をより有益なものにできるよう努めております。

・取締役会の実効性評価に係るアンケートを定期的に実施し、各取締役より寄せられた意見や課題等に関して、会長が対策及びその推進状況を
取締役会に報告することで、社外取締役が積極的に経営に関与できる環境を整備しております。

・社外取締役のみで構成される「社外役員等協議会」を定期的に開催し、社外取締役間の情報交換と認識共有を図るほか、適宜、代表取締役や
その他の業務執行取締役に出席を求め、業務執行に関する方針や考え方の確認、意見交換、社外取締役の視点からの助言、提言を行っており
ます。この社外役員等協議会の内容については、随時、取締役会に報告しており、社外取締役の意見やアドバイス等は積極的に経営に反映させ
ております。

・社長の諮問機関として業務執行に係る意思決定を行う執行役員会に、常勤の監査等委員に加え、適宜、社外取締役がオブザーバーとして参加
し、積極的に助言・提言を行っております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、株主、取引先、社員をはじめとするステークホルダーに対する経営責任と説明責任を明確にし、経営の効率化、健全性、透明性を高める
ことにより、継続的に株主価値の向上を図ることが経営上の重要課題のひとつであると認識しております。このような取組みを進めていく中で、企
業倫理と法令遵守の徹底、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制の構築と組織内部のチェック体制、リスク管理体制の強化を行い、コー
ポレート・ガバナンスの一層の充実に取り組んでまいります。

ⅰ）取締役会

取締役会は、本書提出日現在、監査等委員である取締役を含む取締役10名（うち５名は独立性を有した社外取締役）にて構成されており、原則と
して毎月１回開催される定例取締役会のほか、必要に応じて随時開催しております。法令で定められた事項や経営に関する重要な事項の意思決
定を行うとともに、取締役の業務遂行状況を監督しております。

ⅱ）監査等委員会

監査等委員会は、本書提出日現在、常勤監査等委員１名と非常勤監査等委員３名の計４名（非常勤の３名全員が独立性を有した社外取締役）に
て構成されております。常勤監査等委員を中心に、他の監査等委員３名と適切な業務分担を図った上で、取締役会及びその他重要な会議への出
席、代表取締役及びその他取締役等との意見交換、重要書類の閲覧等を通じて、取締役の職務執行を不足なく監督できる体制を確保しておりま
す。

監査等委員会は、原則として毎月１回定期的に開催するほか、必要に応じて随時開催し、監査等委員のそれぞれが社内の事象や状況の推移に
ついて観察・考察した結果を報告し、情報を共有し、必要がある場合は監査等委員会としての意見や方針を審議の上決定しております。

また、監査等委員会、内部監査部門及び会計監査人は、四半期毎に監査協議会を開催し、その他にも必要に応じて適宜協議、意見交換を行うな
どして、相互連携を図る体制となっております。

ⅲ）指名・報酬諮問委員会

指名・報酬諮問委員会は、本書提出日現在、取締役４名（うち２名は独立性を有した社外取締役）にて構成されており、役員の指名、報酬等にか
かわる取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的に取締役会の諮問機関として設置されております。

2026年５月期は全６回開催し、取締役・執行役員候補者選任、代表取締役候補者選定、役員報酬の支給額並びに算定基準、役員報酬水準の検
証等について審議いたしました。なお、各回ともに委員の出席率は100％となっております。

ⅳ）内部監査部門

内部監査部門は、本書提出日現在、社長直轄部門として内部監査担当者４名で構成されており、内部監査規程並びに社長の承認を得た監査計
画に基づき、当社各部門及び各子会社の業務活動が法令・定款・諸規程等に適合し、かつ、効率的に行われていることを確認しております。監査
の結果については、社長、監査等委員会、管轄本部長、被監査部門の部門長及び当該部門を管理監督する部門長に報告するとともに、改善指
示とその後の改善状況についてフォローアップを実施することにより、内部監査の実効性を確保しております。

なお、ⅱ）監査等委員会にて前述のとおり、内部監査部門、監査等委員会及び会計監査人は、四半期毎に監査協議会を開催し、その他にも必要
に応じて適宜協議、意見交換を行うなどして、相互連携を図る体制となっております。

ⅴ）執行役員会

執行役員会は、本書提出日現在、役付執行役員7名（うち取締役兼務者４名）、執行役員9名、合計16名で構成されており、原則として毎月２回開
催される定例執行役員会のほか、必要に応じて随時開催しております。取締役会付議事項の事前審議、業務執行に係る施策の決議、業務の執
行状況や進捗状況についての報告等が行われております。

また、2021年８月より、執行役員の役割及び責任の明確化並びに取締役候補者の育成を主眼に、従来の雇用型執行役員制度に加え、委任型執
行役員制度を導入しております。

ⅵ）リスク管理委員会

リスク管理委員会は、本書提出日現在、社長を委員長、執行役員及び本部長に指名された各部門の責任者を委員として構成され、各委員は、そ
れぞれの業務領域における潜在的なリスク事象の把握及び発生したリスク事象への対処を行います。また、各委員が「重要リスク事象」と判断し
たものについては、リスク管理委員会において適切に管理を行い、事案への対処方法・是正措置・再発防止措置等を決定し、対応が図られます。

ⅶ）サステナビリティ委員会

サステナビリティ委員会は、本書提出日現在、社長を委員長、役付執行役員及び常勤監査等委員を委員として構成されております。本委員会は
原則月１回開催しており、サステナビリティ経営の推進に関する事項、サステナビリティ基本方針に関する事項、マテリアリティの特定及び目標、K
PI等に関する事項、価値創造モデルに関する事項、その他サステナビリティ推進に関して委員が必要と認めた事項について検討し、方向性を決定
しております。

ⅷ）会計監査人

当社はEY新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しており、決算内容について監査を受けております。

なお、同監査法人と当社との間には、特別の利害関係はありません。

ⅷ）責任限定契約

当社は、非業務執行取締役との間で、当社に対する損害賠償責任限度額を法令の定める最低限度額とする責任限定契約を締結することができ
る旨を定款に定めており、非業務執行取締役である菅野健一氏、上田晶美氏、木下あい子氏、坪井孝男氏、木村絵美氏、藤巻晴美氏との間で責
任限定契約を締結しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査等委員会設置会社を選択しております。取締役会における議決権、株主総会における取締役の選解任や報酬等に係る意見陳述権
を持つ監査等委員である取締役の意見を積極的に経営に反映させることにより、取締役会の監督機能の実効性向上、並びにガバナンスの強化を
図る体制としております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
当社は、決算作業の早期化及び会計監査人との連携により、株主総会招集通知の早期
発送に向けた体制整備に取り組んでおります。

集中日を回避した株主総会の設定
当社の決算期は５月であることから、株主総会集中日を回避した開催日の設定が可能と
なっておりますが、より多くの株主に参加いただけるよう配慮の上、開催日程、開催時間
帯を設定しております。

電磁的方法による議決権の行使
当社は、機関投資家や海外投資家の比率等も踏まえ、議決権の電子行使を可能とする
ための環境作りの一環として、株主名簿管理人が提供するインターネット議決権サービス
を導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

当社は、今後、海外投資家の比率が一定程度増加した場合には、議決権電子行使プラッ
トフォームへの参加について検討してまいります。

招集通知（要約）の英文での提供
当社は、今後、海外投資家の比率が一定程度増加した場合には、招集通知の英訳につ
いて検討してまいります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社は、ディスクロージャーポリシーを作成し、当社ホームページにて公表して
おります。

　下記URLをご参照ください。

　 https://ir.rent.co.jp/management/disclosure

個人投資家向けに定期的説明会を開催
当社は、個人投資家向けに定期的な説明会を実施し、当社に対する理解の促
進に努める予定であります。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社は、今後も決算情報を開示する都度、アナリストや機関投資家向けの説
明会を継続的に実施してまいります。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
当社は、海外投資家向けの定期的な説明会の開催について、今後の海外投
資家の比率を踏まえて、随時検討してまいります。

なし

IR資料のホームページ掲載

当社は、ホームページにＩＲサイトを開設し、決算短信、決算説明会資料、有価
証券報告書、株式情報、配当状況等、投資者の投資判断に必要な情報の開
示に努めております。

　下記URLをご参照ください。

　 https://ir.rent.co.jp/

IRに関する部署（担当者）の設置 経営戦略部に担当部署を設けて運用しております。



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、株主、取引先、社員をはじめとするステークホルダーに対する経営責任と説明責
任を明確にし、経営の効率化、健全性、透明性を高めることにより、継続的に株主価値の
向上を図ることが経営上の重要課題のひとつであると認識しております。このような取組み
を進めていく中で、企業倫理と法令遵守の徹底、経営環境の変化に迅速に対応できる組
織体制の構築と組織内部のチェック体制、リスク管理体制の強化を行い、コーポレート・ガ
バナンスの一層の充実に取り組んでまいります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

レンタル事業は、物を「所有」するのではなく「利用」することに価値を置く事業であり、物の
有効活用及び廃棄物の削減に貢献するとともに、所有によるユーザーの経済的負担や管
理工数、リスクなどを大幅に軽減することが可能です。当社グループは、レンタル事業を通
じて、社会が必要とするサービスを環境負荷の低い形で提供しております。また、レンタル
資産の長期使用、延命化のための適時適切なメンテナンスやオーバーホールの実施、処
分時のリサイクル実施などを通じて、循環型経済の実現に向けた取組みを推進しておりま
す。

　当社グループは、「私たちは限りある資源を有効に活用し　新鮮な提案力と高度なサービ
ス力を通して　豊かな社会創りに貢献し続けていくことを使命とします」という企業理念のも
と、「持続可能な社会への貢献」と「持続的な企業価値の向上」の両立を目指しておりま
す。レンタル事業の特性を活かしたサステナビリティへの取組みをさらに強化するため、マ
テリアリティを特定し、ESGを重視した経営を推進しております。また、当社本社部門ではIS
O14001の認証取得を通じて環境マネジメントシステムを運用し、環境価値の創出及び事業
活動に伴う環境負荷の低減に取り組んでおります。今後も、グループ全社員がサステナビ
リティに関する理解を更に深め、意識と能力の向上を図ってまいります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、持続的な成長による中長期的な企業価値の向上を実現するためには、株主の意
見に耳を傾け、経営に反映させることが重要であると認識しております。株主との建設的な
対話を促進するために、決算説明会を定期的に開催するとともに、随時、個別面談、ス
モールミーティング等を行い、その内容については、適宜、取締役会に報告しております。
また、当社ホームページに会社情報のほか、株主総会資料や決算関連資料等を掲載し株
主・投資家向けの情報提供に努めております。

　下記URLをご参照ください。

　 https://ir.rent.co.jp/

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、取締役会において内部統制に関する基本方針を決議しており、その内容は以下のとおりであります。

ⅰ）取締役並びに社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社は、「リスク管理規程」を定め、当該規程においてコンプライアンスをリスク管理の優先事項と位置付けている。取締役並びに社員（以下、「役
職員」という。）は、法令及び定款を遵守するために、企業理念及び経営方針に基づいた行動指針に従って職務を遂行する。

・当社は、社長を委員長、管轄部門長を委員として組織する「リスク管理委員会」を設置し、当該委員会においてコンプライアンスリスクを含めたリ
スク管理を行うとともに、役職員に対するコンプライアンスに係る教育啓蒙活動を推進する。また、「リスク管理委員会」における重要事項は取締役
会に適時報告する。

・当社は、社長直轄の内部監査部門を設置し、当該部門が「内部監査規程」に基づき内部監査を実施した上で、監査結果を社長、並びに管掌役
員及び監査等委員会に報告するとともに、改善措置の状況を確認する。

　監査等委員会は、「監査等委員会監査等基準」に基づき独立した立場で取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行を監査し、法令
及び定款に違反するおそれがある場合には、必要な助言又は勧告等を行うことにより、重大損失の発生を未然に抑止する。

・当社は、「内部通報規程」を定め、当該規程に基づき内部通報窓口を社内外に設置する。役職員からの通報を受けた際は適切に対処し、問題の
早期解決を図るとともに、通報者が不利益を被らないよう保護する。

・当社は、独立した社外取締役を選任することにより、取締役の職務執行の適法性と妥当性を確保するための牽制機能の充実を図る。

ⅱ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・当社は、「取締役会規程」及び「情報セキュリティ管理規程」を定め、当該規程に基づき取締役の職務執行及び意思決定に係る情報、並びに個人
情報を文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理する。

ⅲ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社は、「リスク管理規程」を定め、当該規程に基づき事業上のリスクを、経営に与える影響の重大性に応じ「重要リスク事象」と「個別リスク事
象」に区分して管理する。「重要リスク事象」については、社長を委員長とする「リスク管理委員会」にて発生時の対応及び予防措置等の管理を行
い、その状況を取締役会に適時報告する。「個別リスク事象」については、管轄部門長が発生時の対応及び予防措置等の管理を行う。

・当社は、コンプライアンス、災害、安全防犯、不良債権、財務、情報、品質、運輸、資産管理、営業活動等に係る「重要リスク事象」のうち、緊急性
の高いものについては、緊急対策委員会を設置し、迅速な対応により損害の最小化を図る。

ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社は「取締役会規程」の定めに従い、定例取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて随時に取締役会を開催し、経営に係る重要事項の
決定及び業務執行の監督を行う。

・取締役会における意思決定を的確かつ効率的に行うため、取締役会決議事項については、原則として毎月２回開催される執行役員会の審議を



経て、社長がこれを議場に諮る。また、業務執行に係る重要事項については、取締役会からの委嘱に基づき、執行役員会の審議を経て社長が決
定する。

ⅴ）当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社は、子会社の経営の自主性、自律性に配慮しつつ、「グループ会社管理規程」に基づき、各子会社の管轄部門を定め、業績及び財務の状
況、コンプライアンスの状況、事業の運営状況、経営状況全般を常に把握し、経営全般に係る助言及び直接的な支援を行う。子会社の一定の経
営行為、業務執行については、当社との事前協議又は当社への報告を求め、助言を行うほか、各子会社の事業運営に係る個別権限基準を定
め、これを運用することにより子会社の業務の適正を確保する。

・当社は、「グループ会社管理規程」及び「内部監査規程」に基づき、子会社のリスクの把握、管理を行うものとし、管轄部門はリスクの発生又は可
能性があると認知した場合、「リスク管理規程」に基づく報告、対応、予防措置を行う。

・当社の役職員が子会社の取締役、監査役に就任し、各子会社の経営状況の把握、監査、監視を行う。

・当社の内部監査部門は「内部監査規程」及び「グループ会社管理規程」に基づき、法令、定款、社内規程等への適合の観点から、子会社並びに
当該子会社を管理する当社管轄部門の監査を実施する。

ⅵ）監査等委員会の職務を補助すべき部門又は社員に関する体制

・当社は「監査等委員会監査等基準」に基づき、監査等委員会の求めに応じてその職務を補助すべき部門の設置又は社員の配置を行う。その場
合、当該部門又は社員について取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を確保し、監査等委員会の指示に従い職務を遂行する
ほか、その評価、異動、懲戒等には監査等委員会の同意を要するものとする。

ⅶ）監査等委員会への報告に関する体制

・当社の監査等委員は「監査等委員会監査等基準」に基づき、取締役会、執行役員会、その他重要会議に出席して、必要に応じて意見を述べ重
要事項の審議状況及び報告状況を把握するとともに、取締役会議事録並びに稟議書、その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応
じ役職員に説明を求める。

・当社及び子会社の役職員は、職務の執行に関して重大な法令違反、定款違反若しくは不正行為の事実、又は会社に著しい損害を及ぼすおそれ
がある事実を知ったときは、遅滞なく監査等委員会に報告するものとする。

・監査等委員会に報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

ⅷ）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査等委員会、内部監査部門、会計監査人の三者による「監査協議会」を四半期ごとに開催し、お互いが意見交換を行い、監査上の問題点の
有無や課題等について情報共有を図ることにより、監査の実効性を高める。

・監査等委員会は、内部監査部門等から監査結果等について報告を受け、必要に応じて調査を求め、又は具体的指示を出すことができる。

・監査等委員が当社に対し、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該
監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

ⅸ）反社会的勢力の排除に向けた体制

・当社は、「反社会的勢力の排除に関する規程」を定め、当該規程に基づき健全な事業の継続に脅威を与える反社会的勢力との関係を排除す
る。なお、反社会的勢力に関する事項で経営に重大影響を及ぼすもの、又は可能性があるものは「リスク管理規程」における「重要リスク事象」と
位置付け、管轄部門である総務部門が、所轄警察署、関連団体、顧問弁護士と連携し、情報収集や対応、教育啓蒙活動を行う。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

「反社会的勢力の排除に関する規程」を定め、当該規程に基づき健全な事業の継続に脅威を与える反社会的勢力との関係を排除いたします。な
お、反社会的勢力に関する事項で経営に重大影響を及ぼすもの、又は可能性があるものは「リスク管理規程」における「重要リスク事象」と位置付
け、管轄部門の総務部門が、所轄警察署、関連団体、顧問弁護士と連携し、情報収集や対応、教育啓蒙活動を行っております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




